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新しい時代を切り拓く実践経営情報紙 

テレワーク、導入企業の7割が未活用 
普及しない理由から見えるビジネスチャンス 
 
パーソルプロセス&テクノロジーが、1都3県のビジネスパーソンを対象とした実態調査による

と、テレワークを「導入も検討もしていない」企業は54.0％にのぼった。導入済み企業は36.2％

で、2016年の総務省調査で導入率が13.3％だったことを踏まえれば、順調に伸びているとも言え

る。しかし、同調査では従業員数300名以上の企業でも導入率は37.9％。しかも、導入企業の従業

員のテレワーク実施日は「週に0日」が72.6％だった。導入したものの、積極的な活用はされてい

ないということだ。 

その要因は、テレワークを生かせる業務環境が整っていないことに尽きる。やや古いデータだ

が、2010年の総務省調査では、テレワークを導入しない理由のトップが「テレワークに適した仕

事がない」だった。それは「テレワーク向けの仕事が用意できない」ということであり、すなわ

ち、「テレワークの生かし方を理解していない」ともいえよう。 

裏を返すと、社内環境さえ整えられれば、数少ないテレワーク成功企業になれるということ。

注目すべきは、その取り組みにかかるコストの低さ。業種や求められるセキュリティレベルなど

にもよるが、今やウェブ会議システムやクラウドサービスを手軽に利用できる時代だ。人口減少

にともなう空前の人手不足時代、居住地や年齢を問わず求人できるメリットもある。テレワーク

の生かし方を考えることで業務環境の見直しにもつながるため、まずは検討の俎上に載せること

から始めてみたい。 

 

 


